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研究成果の概要（和文）：　本研究は、マルチステークホルダーによる観光地競争力の測定を狙いとする。具体
的には、観光客、観光産業、地方政府、地域住民の視点から、宮城県内の４つの観光地の競争力を測定した。こ
れまで観光地競争力の評価は欧州の観光地を中心に展開されてきたが、その多くは供給サイド、すなわち観光産
業関連企業の視点から測定されていた。また、競争力の構築に加えて、観光産業に依存する地域社会の持続可能
性にも目を向けた。
　本調査の分析結果は、オーストラリアの研究者と共同で論文にまとめ、海外ジャーナルに投稿した。現在、査
読コメントに基づく修正を進めている。

研究成果の概要（英文）：　 The purpose of this research is to apply the multi-stakeholder 
perspective to the study of tourism destination competitiveness. Many relevant research were 
conducted to assess the competitiveness of tourism destinations in Europe by solely asking the 
supply-side. In this research project, a empirical study was implemented to clarify the 
competitiveness of rural destinations in Miyagi prefecture by using the evaluations from visitors
(demand-side), tourism-related companies(supply-side), town government representatives and local 
residents.  This research also focused on not only building the competitiveness but also ensuring 
the sustainability of rural communities that heavily rely on the tourism industry.
   We collaborated with Australian researchers to complete and submit a paper to a top-ranked 
international journal. We are now proceeding the revision of paper to respond the reviews' comments.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究は、欧州の観光地を中心に分析されてきた観光地競争力モデルを用いて、日本の観光地の競争力を測定
した。これまで観光地競争力モデルを適切に用いて日本の観光地の競争力を測定した研究はなかった。また本研
究では、多くの既存研究が用いた供給サイド＝観光関連組織による評価に加え、観光客、地方政府、地域住民に
も観光地の競争力の評価を尋ねた。また、各ステークホルダーによる競争力の評価の一致・不一致も確認した。
　社会的意義としては、観光地競争力モデルに依拠した分析結果を、各観光地の観光振興戦略の基礎データとし
て活用できる。客観的な分析結果を基に、各地の観光戦略の策定を支援していけると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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1．研究開始当初の背景 
 我が国の地方創生の取組の１つとして交流人口拡大をもたらす観光および観光産業の役
割が注目されている。一方で、国際観光市場から観光客を誘客するためには、観光地間での
競争に勝つ必要がある。機能的に似通った観光地間の競争の中で差別化を図るためには、各
観光地が保有する資源や能力の強みを客観的に把握することが重要である。しかし、日本の
多くの観光振興組織では、経験や主観的判断で観光地の強みや弱みの把握が行われている
のが現状であろう。 
 観光学の分野では、1990 年代後半に提唱された観光地競争力という観光地の強み・弱み
を測定する分析枠組みがある。2007 年に至っても欧米の学術雑誌には観光地競争力の枠組
みを用いた理論・実証研究が掲載されている。観光地競争力は、観光地の強みや特徴を客観
的に把握し、観光地の発展戦略の指針となり得る基礎的データを提供できる分析枠組みと
理解される。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、観光地競争力の分析枠組みに基づき、宮城県内の 4つの観光地の観光地競争
力を測定する。そのうち 3つは、東日本大震災で大きな被害を受けた沿岸地域であり、震災
復興という点からも観光振興が急務である。また、これまで観光地競争力の測定は、主にヨ
ーロッパ大陸の観光地を対象に進められてきた。本研究は、これまで十分に研究されていな
い日本の観光地に同分析枠組みを適用して競争力を測定することを目的とする。 
 さらに、観光地競争力の分析枠組みを質的に高度化するために、マルチ・ステークホルダ
ーという新たな視点を付加する。これまで、観光地競争力を測定する際には、主に分析対象
地域の観光産業関連組織、すなわち供給サイドへのアンケートを実施してきた。しかし近時
に至り、供給サイドに加えて需要サイド、すなわち実際に観光地を訪問する観光客や訪問客
に対してアンケートを実施する必要性が指摘されており、供給サイドと需要サイドの両方
にアンケートを行う実証研究が公刊されている。本研究では、観光産業関連組織と観光客の
ほかに、観光地を構成する重要なステークホルダーである地方政府さらに地域住民へのア
ンケートを実施し、より包括的視点から観光地競争力を測定することを狙う。 
 以上で述べたように、本研究は、宮城県の被災地を含む 4つの観光地を対象に、観光産業
関連組織、観光客、地方政府、地域住民という 4つのステークホルダーに観光地の資源や能
力の評価を尋ね、より包括的な視点から各観光地の競争力を把握することを目的とする。 
 
 
３．研究の方法 
 本申請に先立つ予備調査として、観光地競争力に関する論文を欧米の上位雑誌に掲載し
ている南オーストラリア大学の上級講師（当時）Rob Hallak 氏を招聘し、本研究計画およ
び分析視角の妥当性を評価してもらい、さらに国際研究協力者としてプロジェクトに参加
して頂いた。 
 次いで、宮城県の分析対象の観光地の地方自治体や観光振興組織を訪問し、観光地内での
訪問客や住民へのアンケートおよび自治体職員や観光産業関連組織へのアンケートへの協
力を依頼した。 
 観光地競争力に関する既存研究への包括的なレビューを進め、観光地競争力の分析枠組
みの特徴および研究の進展状況を把握した。合わせて、観光地競争力に関する実証研究に基
づきアンケート票の素案を作成した。その素案を基に調査対象の自治体の観光振興担当者
と協議して質問項目を取捨選択し、アンケート票を完成させた。  
 観光地競争力の既存研究に加えて、観光地ステークホルダー、観光地経営組織、イベント・
ツーリズム、持続可能な観光など関連分野の既存研究を広くレビューすることで、観光地の
競争力の特性をより深く理解することを目指した。 
 その後、各観光地の地方自治体および DMO（観光地経営組織）と連携して、各観光地でア
ンケート調査を行った。観光客および地域住民へのアンケート調査では、東北学院大学経営
学部の学生にも協力してもらい、自治体および DMO から指定された限られた調査期間内で
より多くの回答を回収した。 
 それらアンケート結果に基づき宮城県の観光地の競争力を分析した英語論文を、南オー
ストラリア大学の Brown, Graham 氏、Hallak, Rob 氏の協力を得て執筆した。 
 
４．研究成果 
 村山貴俊が、観光地競争力、観光地ステークホルダー、持続可能な観光、イベント・ツー
リズムに関する既存研究のレビューの結果をまとめた論文を公刊した。それら論文は、東北
学院大学の学内紀要に発表した。さらに、村山貴俊は、それら論文を基に、分析内容を再構
成して観光学に関する単著『観光学概論－海外文献を読み解く』を公刊した。 
 また、村山貴俊、松岡孝介が所属する東北学院大学経営学部おもてなし研究チームは、『お



もてなしの経営学【復興編】－宮城のおかみが語るサービス経営への思い』、『〔増補版〕お
もてなしの経営学【理論編】－旅館経営への複合的アプローチ』の２冊を出版した。 
 Murayama, Takatoshi、Brown, Graham、Hallak, Rob、Matsuoka, Kohsuke の共同論文と
して、本研究プロジェクトのアンケート結果を分析した英語論文を執筆し、欧米の学術雑誌
に投稿した。現在（2022 年 5 月 26 日）、査読者からのコメントに基づき論文を修正してお
り、2022 年度中の公刊を目指している。 
 それら学術的な成果に加えて、調査や研究の概要を地域の観光振興組織と共有すること
で、地域の観光振興に貢献することを目指した。 
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